
 

 

地域密着型サービス事業者及び地域密着型介護予防サービス事業 

者の公募について 

 

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金に基づく市の補助金の交付を受け

て、指定地域密着型サービスに該当する認知症対応型共同生活介護の事業又は

指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症対応型共同生活介

護の事業を行う事業所を開設しようとする者の公募を行うので、次のとおり公

告する。 

 

平成２４年６月１４日 

 

米子市長 野 坂 康 夫     

 

１ 公募事業 

（１）事業名 

ア 認知症対応型共同生活介護 

イ 介護予防認知症対応型共同生活介護 

（２）事業内容   

ア 認知症対応型共同生活介護 

要介護者であって認知症であるものについて、共同生活住居において

家庭的な環境と地域住民との交流の下で入浴、排せつ、食事等の介護そ

の他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその

有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするもの 

  イ 介護予防認知症対応型共同生活介護 

    その認知症である利用者が可能な限り共同生活住居において、家庭的

な環境と地域住民との交流の下で入浴、排せつ、食事等の介護その他の

日常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の

維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すもの 

 

 

 



（人員基準） 

代表者 特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健

施設、認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者若しくは訪問介

護員等として認知症である者の介護に従事した経験を有する者又

は保健医療サービス若しくは福祉サービスの提供を行う事業の経 

営に携わった経験を有する者であって認知介護サービス事業開設

者研修を終了しているものでなければならない。  

 

管理者 ア 共同生活住居（以下「ユニット」という。）ごとに配置するこ

と。 

イ 常勤であること。 

ウ 専ら管理者の職務に従事する者であること。ただし、次に掲げ

る場合は、それぞれに規定する職務と兼務することを可能とす

る。（ユニットの管理上支障がない場合に限る。）  

(ｱ)当該ユニットの他の職務に従事する場合  

(ｲ)同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事する場合  

(ｳ)併設する小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事する場   

 合 

エ 特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保

健施設、認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者又は訪問介

護員等として、３年以上、認知症高齢者の介護に従事した経験を

有すること。 

オ 厚生労働大臣が定める研修を修了していること。 

 

介護従事者 ア １人以上は、常勤であること。 

【夜間及び深夜の時間帯以外】  

イ 利用者の数が３又はその端数を増すごとに、常勤換算方法で１

人以上配置すること。（３：１）  

【夜間及び深夜の時間帯】  

ウ 時間帯を通じて１人以上の介護従業者に夜勤を行わせるため

に必要な数以上配置すること。 



計画作成担当

者 

ア ユニットごとに置くこと。 

イ 保健医療サービス又は福祉サービスの利用に係る計画の作成

 に関し、知識及び経験を有する者であること。 

ウ 厚生労働大臣が定める研修（「実践者研修」又は「基礎課程」）

 を終了していること。 

エ 専らその職務に従事する者であること。ただし、利用者の処遇

 に支障がない場合は、当該共同生活住居の他の職務又は管理者と

 兼務することを可能とする。 

オ 計画作成担当者のうち、少なくとも１人は、介護支援専門員を

もって充てなければならない。（併設小規模多機能型居宅介護事

業所の介護支援専門員との連携により効果的に運営し、利用者の

処遇に支障がないときは、置かないことができる。） 

カ 介護支援専門員以外の計画作成担当者は、特別養護老人ホーム

の生活相談員や介護老人保健施設の支援相談員等として、認知症

高齢者の介護サービスに係る計画の作成に関し実務経験を有す

るものを充てること。 

 
（設備基準） 

事業所 

 

① 居室 

② 居間 

③ 食堂 

④ 台所 

⑤ 浴室 

⑥ 消化設備そ

の他の非常

災害に際し

て必要な設

備 

⑦ その他日常

生活上必要

な設備 

ア １又は２のユニットを有すること。 

イ ユニットの入居定員は、５人以上９人以下とすること。 

ウ 個室であること（処遇に必要な場合は、２人部屋も可）。 

エ 一の居室の床面積が、７.４３平方メートル（約４.５畳）以

上であること。 

オ ①から⑦までの設備を設けること。 

カ 居間及び食堂は、同一の場所に置くことができるが、それぞ

れの機能が独立していることが望ましい。また、その広さにつ

いても、原則として、利用者及び介護従事者が一堂に会するの

に充分な広さを確保するものとする。  

キ 消防法その他の法令等に規定された設備を設置すること。ま

 た、たばこ、ライター等の適切な管理や消火・避難訓練の徹底

 など、防火体制の強化を図ること。 

 

 



立地条件 地域との交流を図ることによる社会との結びつきを確保するこ

と等のため、住宅地の中にあること、又は住宅地と同程度に家族

や地域住民との交流の機会が確保される地域の中にあること。 

（運営基準）※主なもの 

取扱方針 ア 利用者の認知症の症状の進行を緩和し、安心して日常生活を

送ることができるよう、利用者の心身の状況を踏まえ、妥当か

つ適切に行われなければならない。  

イ 利用者一人ひとりの人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割

を持って家庭的な環境の下で日常生活を送ることができるよう

配慮して行われなければならない。 

ウ 指定認知症対応型共同生活介護又は指定介護予防認知症対応

型共同生活介護（以下「指定認知症対応型共同生活介護」と総

称する。）の提供に当たっては、認知症対応型共同生活介護計

画又は介護予防認知症対応型共同生活介護計画（以下「認知症

対応型共同生活介護計画」と総称する。）に基づき、漫然かつ

画一的にならないよう配慮して行われなければならない。  

エ 従業者は、指定認知症対応型共同生活介護の提供に当たって

は、懇切丁寧を旨とし、利用者又はその家族に対し、サービス

の提供等について、理解しやすいように説明を行わなければな

らない。  

オ 事業者は、指定認知症対応型共同生活介護の提供に当たって

は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するた

め緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはなら

ない。  

カ 事業者は、身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記

録しなければならない。  

キ 事業者は、自らその提供する指定認知症対応型共同生活介護の

質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価を受け

て、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければなら

ない。  



認知症対応型

共同生活介護

計画の作成  

 

ア 事業所の管理者は、計画作成担当者に、認知症対応型共同生

活介護計画の作成に関する業務を担当させるものとする。  

イ  認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、通所介

護の活用、地域における活動への参加の機会の提供等により、

利用者の多様な活動の確保に努めなければならない。  

ウ  計画作成担当者は、利用者の心身の状況、希望及びその置か

れている環境を踏まえて、他の介護従業者と協議の上、援助の

目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を

記載した認知症対応型共同生活介護計画を作成しなければなら

ない。  

エ  計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画の作成に

当たっては、その内容について、利用者又はその家族に対して

説明し、利用者の同意を得なければならない。  

オ  計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画を作成し

た際には、当該計画を利用者に交付しなければならない。  

カ  計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画の作成後

においても、他の介護従業者及び利用者が当該計画に基づき利用

する他の指定居宅サービス等を行う者との連絡を継続的に行う

ことにより、当該計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて当

該計画の変更を行わなければならない。  

モニタリング

の実施  

＜介護予防認

知症対応型共

同生活介護の

み＞  

 

 

 

 

 

ア  計画作成担当者は、介護予防認知症対応型共同生活介護計画

に基づくサービスの提供の開始時から、当該計画に記載したサ

ービスの提供を行う期間が終了するまでの間に、少なくとも１

回は、当該計画の実施状況の把握（イにおいて「モニタリング」

という。）を行うとともに、利用者の様態の変化等の把握を行

うものとする。  

イ 計画作成担当者は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応

じて介護予防認知症対応型共同生活介護計画の変更を行うもの

とする。 



入居及び退居 

 

 

ア 入居に際しては、主治の医師の診断書等により入居申込者が

認知症であることの確認をしなければならない。  

イ 入居申込者の入居に際しては、その者の心身の状況、生活歴、

病歴等の把握に努めなければならない。  

ウ 退居の際には、利用者及び家族の希望を踏まえた上で、退去

後の生活環境や介護の継続性に配慮し、退居に必要な援助を行

わなければならない。  

エ 利用者の退居に際しては、利用者又はその家族に対し、適切

な指導を行うとともに、居宅介護支援事業者等への情報の提供

及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接

な連携に努めなければならない。  

利用料等の受

領  

 

ア 事業者は、利用料のほか、次に掲げる費用の額の支払を利用

者から受けることができる。  

(ｱ) 食材料費  

(ｲ) 理美容代  

(ｳ) おむつ代  

(ｴ) (ｱ)から(ｳ)までに掲げるもののほか、指定認知症対応型共

同生活介護の提供において提供される便宜のうち、日常生活

においても通常必要となるものに係る費用であって、その利

用者に負担させることが適当と認められる費用  

イ 事業者は、アの費用の額に係るサービスの提供に当たっては、

あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容

及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければなら

ない。 

緊急時等の対

応  

 

 

 

 

 

従業者は、現に指定認知症対応型共同生活介護の提供を行って

いるときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合

は、速やかに、主治の医師又はあらかじめ当該事業者が定めた協

力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならな

い。  



協力医療機関

等  

 

ア 事業者は、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、

協力医療機関を定めておかなければならない。  

イ 事業者は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう

努めなければならない。  

ウ 事業者は、サービスの提供体制の確保、夜間における緊急時

の対応等のため、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、病院

等との間の連携及び支援の体制を整えなければならない。  

 

地域との連携  

（運営推進会

議等）  

ア 事業者は、指定認知症対応型共同生活介護の提供に当たって

は、利用者、利用者の家族、当該事業所が所在する市町村の職

員又は当該事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援セン

ターの職員、地域住民の代表者等により構成される運営推進会

議を設置し、おおむね２か月に１回以上、運営推進会議に対し

て活動状況を報告し、その評価を受けるとともに、運営推進会

議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。  

イ 事業者は、報告、評価、要望、助言等について記録を作成す

るとともに、それを公表するものとする。  

ウ 事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又はその

自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図

らなければならない。  

エ 事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定認知

症対応型共同生活介護に関する利用者からの苦情に関して、市

町村等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市町村

が実施する事業に協力するよう努めなければならない。  

非常災害対策

等  

 

事業者は、非常災害に対する具体的計画を立て、非常災害時の

関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業

者に周知しておくとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓

練を行わなければならない。 

 



（３）公募数 ５４床（６ユニット） 

（４）優先して選定する地域及び募集ユニット数の指定 

   本公募においては、次の表に掲げる中学校区に事業所を設置しようとす

る事業者を優先して選定する。また、ユニット数の上限は、当該中学校区

の区分に応じ、同表の右欄に定めるとおりとする。 

中学校区 ユニット数 

箕蚊屋中学校区（事業所を設置

する場所は、米子市の区域とす

る。） 

２ユニットを上限とする。 

（１ユニットの申請も可） 

美保中学校区 
それぞれ１ユニットを上限とする。 

（申込状況及び選考の結果により、２ユ

ニットを上限とする場合がある。） 

東山中学校区 

湊山中学校区 

後藤ヶ丘中学校区 

（注）上記中学校区において、申込状況及び選考の結果により選定したユニッ

トの数が６ユニットに満たないときは、他の中学校区に事業所を設置する

予定の事業者から選考する場合がある。 

２ 参加資格要件 

  本公募に参加することができる者は、次に掲げる要件の全てを満たす者と

する。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に

該当しない者であること。 

（２）破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申立て、

会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申

立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続

開始の申立てがなされていない者であること。ただし、会社更生法に基づ

く更生手続開始の決定又は民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受け

た場合は、この限りでない。 

（３）本事業の実施に必要な人員及び設備等を確保するとともに、本事業の開

始当初から安定したサービスを提供することができる体制を整備するため

の十分な能力及び経験を有していること。 

３ 公募の要件 

（１）計画予定地は、地域との交流を図ることを期待することができる地域で



あることに加え、家族や地域住民との交流の機会が確保される周辺環境に

あること。 

（２）整備する土地が確保されていること、又はその見込みがあること。 

（３）長期的に適正で安定した事業運営ができること。 

（４）従業員及び入居家族が利用する駐車場（契約に基づき使用することがで

きるものを含む。）が十分に確保されていること。 

４ 事務担当 

  米子市福祉保健部長寿社会課 

   〒６８３－８６８６ 鳥取県米子市加茂町一丁目１番地 

   電    話 （０８５９）２３－５１５６ 

   ファクシミリ （０８５９）２３－５０１２ 

５ 本公募への参加方法 

（１） 提出期限 平成２４年８月３１日（金）午後５時まで 

   ※（２）イに掲げる質問書の提出期限は、平成２４年６月２９日（金）

午後５時までとする。 

（２）提出書類 

ア 参加希望申立書（様式第１号） 

イ 質問書（様式第２号） 

   ※ 質問がない場合は、提出することを要しない。 

ウ 事業計画書（様式第３号） 

エ 勤務形態一覧表（様式第４号） 

オ その他 

（ア）周辺状況図面 

（イ）建物の平面図等 

（ウ）資金計画書 

（エ）整備済要綱等 

（３）提出方法 米子市福祉保健部長寿社会課に持参すること。 

６ 選定方法 

５による必要書類の提出後、プレゼンテーションを実施し、次に掲げる項

目に着眼して、本公募に基づく事業者を選定するために設置する選考委員会

（以下単に「選考委員会」という。）において総合的に審査する。 

（１） 着眼点 

ア 基本理念の具体性 



イ 計画予定地の地域ニーズ 

ウ 計画予定地の状況等（既設グループホームとの位置関係） 

エ 建物 

オ 土地の確保 

カ 資金計画 

キ 医療との連携 

ク 地域との連携 

ケ 個人情報保護及び情報開示への取組 

コ 非常災害への対策と緊急時の対応方針 

サ 苦情処理体制について 

シ 職員研修実施方針について 

（２）プレゼンテーションの日時及び場所は、後日通知する。 

７ 失格条項等 

  本公募の参加者が次の各号のいずれかに該当した場合は、選考委員会にお

いて審査の上、当該参加者が行った提案を全て無効とする。 

（１）本公募において提出すべき書類（以下「提出書類」という。）について、

この公告に示した提出方法及び提出期限を守らなかったとき。 

（２）提出書類に虚偽の内容を記載したとき。 

（３）２の（１）及び（２）に該当したとき。 

（４）提出書類作成要領に定められた以外の手法により、選考委員会の委員そ

の他本公募に係る市の職員に対し、本公募に対する援助を直接的又は間接

的に求めたとき。 

（５）正当な理由なく提出書類を提出しなかったとき。 

（６）プレゼンテーションに参加しなかったとき。 

８ その他 

（１）本公募への参加に係る費用は、参加者の負担とする。 

（２）提出書類の作成のために米子市から受領した資料等は、米子市の承諾を

得ないで公表し、又は使用してはならない。 

（３）提出された書類は、参加者に無断で本公募の目的以外の目的に使用しな

い。 

（４）提出された書類は、返却しない。 

（５）提出された書類について、米子市情報公開条例（平成１７年米子市条例

第２２号）の規定に基づき、その内容の全部又は一部を公開する場合があ



る。 

（６）提出書類の作成の詳細は、提出書類作成要領を参照すること。 

（７）開設に伴う市の補助金は、「地域介護・福祉空間整備交付金」を予定して

いる。 

（８）本公募に基づく事業者の選定は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）

第４２条の２第１項本文の指定及び同法第５４条の２第１項本文の指定を

確定したものではないこと。また、当該指定を受けるためには、事業所の

開設前に、指定申請書の提出が必要であり、当該指定に係る基準を満たし

ていないときは、当該指定を行わないこと。 


